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研究成果の概要（和文）：年間を通じた消費の変動を調べるために、2018年から2020年にかけて、バングラデシ
ュ北部の180の貧困家計を対象に、簡易生計調査を多頻度で実施した。1年目の分析の結果、農閑期に特に消費の
落ち込みが激しいことが判明したため、2年目に、農閑期までの貯蓄を促進するランダム化比較試験を、現地の
NGOと協力して実施した。その結果、貯蓄へのアクセスを促すことで、農閑期の消費の落ち込みが少なくなるこ
とが判明した。特に、消費の7割程度を占める食糧消費において、10％ほどの改善が見られた。このように貯蓄
へのアクセス促進による消費上昇効果はあったが、その効果は短命で、農閑期を越えて持続するほどではなかっ
た。

研究成果の概要（英文）：To examine fluctuations in consumption over the course of the year, we 
conducted a frequent survey of 180 poor households in northern Bangladesh between 2018 and 2020. The
 analysis in the first year revealed that consumption was particularly depressed during the lean We 
then conducted a randomized controlled trial in the second year in cooperation with a local NGO to 
promote savings until the lean season. We found that increasing access to savings improves the 
consumption level, in particular food consumption, during the lean season. However, its effects are 
short-lived, did not persist beyond the lean season.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
途上国農村部の貧困の季節性については、これまでも広く認識されてきた。にもかかわらず、経済学における既
存の貧困動態研究では、年に一度きりの家計調査を数年間実施することが主流であり、農村貧困層の生計活動の
季節的変化の実態に迫ったものは、非常に乏しい。本研究は、これまで代表者・分担者が研究の蓄積を進めてき
た、バングラデシュ北部農村の貧困層の生計活動に関するデータを多頻度で収集し、これまで十分に議論されて
こなかった季節リスクの実態を明らかにするとともに、フィールド実験を通じて、季節リスクの背後にあるメカ
ニズムや、貧困削減効果を高めうる政策デザインを究明するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
途上国の農村貧困世帯の生活は、大きな季節変動にさらされている。これは、耕種農業・畜産 
など農村世帯の主たる生計手段が、天候サイクルに規定されるためである。また、洪水や干ばつ 
などの突発的な天候被害や、それに伴う生産・投入財価格の急激な変化が、特定の季節に生じや 
すいことも原因である。近年、地球規模で進行している気候変動は、こうした天候リスクをさら 
に増幅させ、農村貧困層の生活をますます不安定かつ予測困難なものとしている。 このような、
途上国農村部の貧困の季節性については、これまでも広く認識されてきた。にもかかわらず、経
済学における既存の貧困動態研究では、年に一度きりの家計調査を数年間実施することが主流
であり、農村貧困層の生計活動の季節的変化の実態に迫ったものは、非常に乏しい。 そのため、
季節的な消費の落ち込み幅や、季節的貧困に陥るメカニズムは、未だ十分に理解されておらず、
適切な貧困対策も打ち出せないでいる。  
本研究の対象となるバングラデシュ北部では、9 月から 10月のモンガ(Monga)と呼ばれる稲
作の端境期に、季節的飢餓や貧困が顕在化することが知られている。加えて、チョル(Char) と
呼ばれる中州の住民達は、雨季の河川の氾濫により、居住地ごと失うリスクを抱えており、季節
的変化に対して非常に脆弱な生活を余儀なくされている。本研究参加者の研究も含む、先駆的な
ランダム化比較試験（RCTs）や準実験的分析によって、 モンガの季節に返済を一時猶予するマ
イクロクレジットスキームや、大都市への移住を促進する 現金給付が、季節的剥奪の軽減に寄
与しうることが明らかになっている (Bryan et al., 2014; Shonchoy and Kurosaki, 2014; 
Khandker et al., 2015)。しかしながら、年間を通じて消費平準化をもたらす手立ては十分に解
明されていない。 
 
２．研究の目的 
本研究は、これまで代表者・分担者が研究の蓄積を進めてきた、バングラデシュ北部農村の貧
困層の生計活動に関するデータを多頻度で収集し、これまで十分に議論されてこなかった季節
リスクの実態を明らかにするとともに、フィールド実験を通じて、季節リスクの背後にあるメカ
ニズムや、貧困削減効果を高めうる政策デザインを究明する。 
 
 
３．研究の方法 
バングラデシュ北部中州において、標準的な家計調査（世帯人員の基本属性、金融サービスへ
のアクセス、資産保有状況など）に加え、季節変動要素に特化した家計調査（季節的生産・消費
活動、社会・経済ショックの経験など）を多頻度（年 18 回×2 年間）で行い、最貧困層の生産・
消費の季節変動を探る。その際、可能な限り、詳細な生計活動の記録を被調査者に依頼したり、
家計データ収集支援ソフト(Surveybe など)を用いることで、高精度データの確保に努める。 予
算制約もあり、サンプルサイズは 180 家計に限定せざるをえないが、多頻度データを用いること
で分析の際の統計的検定力を高める。 
最初の 1年は、実態を知るために家計調査に専念する。2年目は、消費低下が最も生じやすい
モンガの時期までの貯蓄を促す介入実験を現地の NGO と協力して行う。180 家計のうち、a) 54
家計は市場利子率で貯蓄することができ、b) 72 家計は 50%の高利で貯蓄することができ、c) 残
りの 54 家計には特に何も介入を実施しない。これをランダムに割り付けることで、各グループ
の介入前の平均的特性が同じになるようにする。a), b) 両グループともに、モンガの前に引き
落とさなければ約束された利子をもらえる（モンガ前に引き落とした場合は元本のみ返却）とい
うコミットメントデバイスを付与することで、モンガ期の消費の落ち込みが防ぎやすくなるよ
うに工夫する。なお、c) グループは銀行等に貯蓄することも可能ではあるが、対象サンプルは
極貧層であり、扱う金額も小口であることから、銀行貯蓄は盛んではない。そのため、他の手段
の利用によって介入効果が希釈されることはないと思われる。 
 
 
４．研究成果 
 多頻度の調査は 4 月から 1 月にかけて、隔週で行い、1 家計につき年 18 回実施した。国際的
な基準に基づき、一人 1 日 1.90 ドル以下の生活をしている人の割合をグラフに表したのが図 1



である。 

 

 
 
 図から明らかな通り、サンプル家計は年間を通じて貧しく、およそ 8割の家計が常に貧困状態
に置かれている。6月や 8月に一時的に消費水準が上昇し貧困率が減少するが、これは宗教的行
事がこれらの月に行われ、そのために特別な出費がなされるためである。 
 貧困率は 9月から 10月の農閑（モンガ）期に最も高くなるが、11月以降も引き続き高い水準
でとどまっている。重要なリサーチクエスチョンは、9月までの貯蓄を促すことで、年間の消費
平準化がもたらされ、貧困層の厚生改善に寄与するかどうかである。 
 本研究ではそのためにコミットメント貯蓄の役割に注目する。そこで、2 年目に 54 家計に対
し市場利子率（およそ年利 8%）、72家計に対し 50%の利子率での貯蓄機会を提供したところ、そ
れぞれ 78%, 86%の家計が貯蓄口座を開き、貯蓄を行った。これは、現状、介入のない状態では、
制度的な制約等により、貧困層がフォーマル金融システムで貯蓄をする機会が乏しいことを示
している。 
一方、現地通貨で 4,000 タカ（約 48USD, 平均的な 1ヶ月家計消費の約半分）を上限に設定し
たところ、最大まで貯蓄する家計は一つも現れなかった。利子率 50%というのは破格であり、様々
な手段を使ってでも資金を集めて貯蓄した方がよいと思われるが、実験への不信感や、貧しさゆ
えに手持ちのお金がない、などの理由からそうしたことは生じなかった。 
回帰分析の結果によれば、何も介入のないグループと比較した場合、50%の利子率のグループ
においては、2年目の介入後の 9－10月の消費水準が約 9－10％改善することが判明した。とり
わけ、対象サンプルの約 7割を占める食料支出が 13%ほど改善し、カロリー摂取量も統計的に有
意に増えた。他方、市場利子率のグループについては、何も変化が見られなかった。これらの結
果は、特定化を変えて推定しても頑健であった。 
さらに詳細に結果を見てみると、50%の利子率のグループは非介入グループと比べて、貯蓄期
間中の消費を減らすことなく、年間を通じた消費変動を抑制することができたことがわかった。
しかし、消費改善効果は短命で、10 月のモンガ終了以降の消費水準は、非介入グループと同等
になった。 
また、実質利子率が上昇することで、将来消費を増やすために現在の労働を増やすかどうか検
証したところ、そうした効果は持たなかったほか、近隣住民や親族とのインフォーマルな金銭の
やりとりにも有意な変化は見られなかった。 
所得を増やしたり、消費を減らしたりせずに、介入の口座に貯蓄できる源泉については、タン
ス預金を使っているようであった。  
これらの結果は、高利子によるコミットメント貯蓄によって、少なくとも短期的な季節貧困を
減らすことはできるが、生活そのものを一変させるような持続的変化をもたらすものではない
ことを示しており、貧困削減のためにはより抜本的な改革が必要であることを示唆している。 
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